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流域を事例と したESD実践の検討
A Consideration of Lesson Plan on Education for Sustainable Development
(ESD) Based on Watershed Concept
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SAKAUE Hiroaki MINAMIN0 Takeshi YOSHIMIZU Hiroya 
本プロジェクトは, 新学習指導要領を前提としたESD実践の検討を目的とし, ESD の授業プラ ンをPDCA サイクル適
用により開発 ・ 構築するものである。 本稿ではPlan段階の検討を報告する。 具体的には, 学習指導要領におけるESDの
位置づけとESD実践の対象および学習活動地域について, 取り扱う諸問題 (諸課題 ・ 戦略的視点) や地理教育での位置
づけの諸点から言及する。 考察の結果, 以下のことが明らかとなった。 学習指導要領におけるESD の位置づけについて
は, ESD の理念が新学習指導要領の中核に位置づけられていること, 社会系教科のほとんどの学年でESD にかかわる内
容が明示的に示されたこと, ESD にかかわる学習が段階的 ・ 系統的に配置されていることを明らかにした。 ESD実践の
対象および学習活動地域については, 流域に焦点をあてて検討した。 流域はESD実践において有効な素材であることを
示した上で, ESD実践における4 つのポイ ント(持続可能な社会の社会基盤, コンビテンシー獲得, 未来志向 , 持続可
能な社会の創り手) を指摘した。 
キーワード: 学習指導要領, 持続可能な開発のための教育, sDGs, 社会系教科, 流域
Key words : the courses of study, ESD, SDGs, social studies, watershed 
1 . はじめに
本プロジェクトは, 2017 ・18年に告示された次期学習
指導要領 ' ) (以下, 新学習指導要領と示す) を前提とし
たESD (Education for Sustainable Development : 持続
可能な開発のための教育実践の検討を目的と し, ESD 




う諸問題 (諸課題 ・ 戦略的視点) や地理教育での位置づ
けの諸点からESD実践に向けての前提を検討し, Do段
階以降の方向性を示す。 
2 . ESD をめく、る近年の動向
1 ) ESDの取り組み
ESD は , 持続可能な社会を形成するための教育にお
ける取り組みである。 2005年から2014年は, 日本政府の
提案で 「国連持続可能な開発のための教育の10年
(UNDESD)」 と して, ユネスコが主導機関となり, 世
界で積極的な取り組みがなされた。UNDESD の最終年
には, 2015年以降も ESD のさらなる推進 ・ 拡大を日指
す GAP (The Global Action Programme on Education for 





ESD については, 地理学 , 地理教育や社会科教育の
各学会でも議論がなされてきた。 たとえば, 地理科学学
会の2010年度秋季学術大会のシンポジウムでは 「サステイ
ナビリテイ いま, 地理教育が問われているもの」 が開





課題が述べられた井田 (2017) が出版されている。 近年
においても, 2018年の日本地理学会の春季学術大会では, 
シンポジウム 「新学習指導要領と ジオパー ク」 でESD 




Development Goals ; 持続可能な開発目標) の取り組み
である。 SDGsは2015年 9 月の国連サミ ットで採択され
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たもので, 国連加盟193か国が2016年から2030年の15年
間で達成するために掲げた目標である。 SDGsは, SDGs 
に先行して実施されたMDGs (Millennium Development 





のなかで教育は, 目標 4 「質の高い教育をみんなに(す
べての人に包括的かつ公正な質の高い教育を保証し, 生
涯学習の機会を促進する) 」 に位置づけられ, またその
中の夕一 ゲッ ト4.7に 「持続可能な開発を促進するため
にも必要な知識及び技能の習得に向けて取り組む」 とさ
れている。 及川(2018) は, ESD が教育にかかわる目
標 4 やターゲッ ト4.7に留まるものではなく, 17の日標
すべての達成に貢献するものであると指摘している。 
3 ) ESD と新学習指導要領
(1) 前文における 「持続可能な社会の創り手」
新学習指導要領では, これまでになかった 「前文」 が
つけられた。 前文は, 法令や規約の条項の前に書かれる
文章であり, 制定の理由や目的が述べられているもので
ある。小 ・ 中・ 高等学校の前文には, 校種により小学校
では 「児童」 と表記されている部分が, 中学校と高等学
校では 「生徒」 と表記されるなど多少の表記の違いはあ
るものの, 内容 ・ 趣旨はほぼ同じである。
この前文では, 学校教育で育てる児童・ 生徒像が示さ
れている。 すなわち, 「 ・ ・ ・ 一人一人の児童(生徒) 
が, ・ ・ ・ 持続可能な社会の創り手となることができる
ようにすることが求められる」 である。 この 「持続可能
な社会の創り手」 にかかわる表現は, ESD の日標 ・ 目







第 1 表は, 新学習指導要領における社会系教科目の構




り手の育成の観点は, 小 ・ 中・ 高等学校の社会系教科の
改訂にも深く関連している(第 2 表)。 とりわけ, 「持続
可能な社会づく りの観点から地球規模の諸課題や地域課
題を解決しよう とする態度など, 国家及び社会の形成者
として必要な資質 ・ 能力を育んでいく こと」 が, 小 ・ 中・ 
高等学校に共通する点と して設定されている。
加えて, 中等教育段階では教科の基本的な考え方の一 
つとして 「主権者と して, 持続可能な社会づく りに向か
う社会参画意識の酒養やよりよい社会の実現を視野に課




等学校に至る社会系教科の分野 ・ 科目等に, ESD にか
かわる記載内容を示したものである。 社会系教科に限定
してみても, 中学校社会科歴史的分野および高等学校公
民科倫理を除く ほぼすべての科目 ・ 分野において 「持続
可能社会」, 「持続可能性」 あるいはSDGsが示す地球的・ 
地域的問題を扱う学習内容が設定されており, これらの
学習を通じて, 持続可能な社会の創り手の育成に貢献す
第 1 表 新学習指導要領における社会系教科目の構造
校種1 教科 学年 分野・ 科目 
地 
_ 理 8 
同 歴 掌 史 2 
校 公 
民 1 
地理探究 日本史探究 世界史探究 倫理 政治・ 経済 

















第 2 表 社会系教科の改訂におけるESDの観点
校種 教科 記載箇所の項目 記述内容 
小学校 社会 第1章総説, 2. 社会科改訂の 
趣旨及び要点 (1) 改定の 
趣旨 
持続可能な社会づく り の観点から地球規模の諸課題や地域課題を解決 
しようとする態度など, 国家及び社会の形成者と して必要な資質 ・ 能 
力を育んでいく ことが求められる。 (10.5) 
持続可能な社会づく りの観点から, 人口減少や地域の活性化 , 国土や 
防災安全に関する内容の充実を図るとともに, 情報化による生活や産 
業の変化 , 産業における技術の向上などに関する内容についても充実 
する方向で改善を図る. (D ie) 
中学校 社会 第1章総説, 2. 社会科改訂の 
趣旨及び要点 (1) 改訂の 
趣旨, ①社会科の成果と課題 
持続可能な社会づく り の観点から地球規模の諸課題や地域課題を解決 
しようとする態度など, 国家及び社会の形成者と して必要な資質 ・ 能 
力を育んでいく ことが求められる。 (p 6) 
第1章総説, 2. 社会科改訂の 
趣旨及び要点 (1) 改訂の 
趣旨, ②社会科の改訂の基本 
的な考え方 
(ウ) 主権者と して, 持続可能な社会づく りに向かう社会参画意識の 
涵養やよりよい社会の実現を視野に課題を主体的に解決しようとする 
態度の育成 
(略) 社会科においては, 従前の学習指導要領から一貫して重視され 
てきた, 課題の発見, 解決のための 「思考力, 判断力, 表現力等」 と 
も相まって, 身近な地域社会から地球規模に至るまでの課題の解決の 
手掛かりを得ることが期待されている。 そのような理念に立つ持続可 
能な開発のための教育 (ESD) や主権者教育などについては, 引き続 
き社会科の学習において重要な位置を占めており, 現実の社会的事象 
を扱うことのできる社会科ならではの 「主権者と して, 持続可能な社 
会づく りに向かう社会参画意識の涵養やよりよい社会の実現を視野に 
課題を主体的に解決しようとする態度の育成」 が必要であり, 子供た 
ちに平和で民主的な国家及び社会の形成者と しての自覚を涵養するこ 
とが求められる。 (pp 9-10) 
高等学校 地理歴史 第1章総説 第2節地理歴史 
科改訂の趣旨及び要点 1 地 
理歴史科改訂の趣旨 (1) 社 
会科, 地理歴史科, 公民科の 
成果と課題 
持続可能な社会づく り の観点から 地球規模の諸課題や地域課題を解 
決しようとする態度など, 国家及び社会の形成者と して必要な資質 ・ 
能力を育んでいく ことが求められる。 (p 6) 
第1章総説 第2節地理歴史 
科改訂の趣旨及び要点 1 地 
理歴史科改訂の趣旨 (2) 地 
理歴史科の改訂の基本的な考 
え方 
(ウ) 主権者と して, 持続可能な社会づく りに向かう社会参画意識 
の涵養やよりよい社会の実現を視野に課題を主体的に解決しようとす 
る態度の育成 
(略) 地理歴史科においては, 従前の学習指導要領から一貫して重視 
されてきた, 課題の発見, 解決のための 「思考力, 判断力, 表現力 
等」 とも相まって, 身近な地域社会から地球規模に至るまでの課題の 
解決の手掛かりを得ることが期待されている。 そのような理念に立つ 
持続可能な開発のための教育 (ESD) や主権者教育などについては, 
引き続き地理歴史科の学習において重要な位置を占めており, 現実の 
社会的事象を扱うことのできる地理歴史科ならではの 「主権者と し 
て, 持続可能な社会づく りに向かう社会参画意識の涵養やよりよい社 
会の実現を視野に課題を主体的に解決しようとする態度の育成」 が必 
要であり, 子供たちに平和で民主的な国家及び社会の形成者と しての 
自覚を涵養することが求められる。 (1010.9-10) 
公民 第1章総説 第2節公民科改 
訂の趣旨及び要点 1 公民科 
改訂の趣旨 (1) 社会科, 地 
理歴史科, 公民科の成果と課 
題 
持続可能な社会づく り の観点から 地球規模の諸課題や地域課題を解 
決しようとする態度など, 国家及び社会の形成者と して必要な資質 ・ 
能力を育んでいく ことが求められる。 (p 6) 
第1章総説 第2節公民科改 
訂の趣旨及び要点 1 公民科 
改訂の趣旨 (2)公民科の改 
訂の基本的な考え方 
(ウ) 主権者と して, 持続可能な社会づく りに向かう社会参画意識 
の酒養やよりよい社会の実現を視野に課題を主体的に解決しようとす 
る態度の育成 
(略) 公民科においては, 従前の学習指導要領から一買して重視され 
てきた, 課題の発見, 解決のための 「思考力, 判断力, 表現力等」 と 
も相まって, 身近な地域社会から地球規模に至るまでの課題の解決の 
手掛かりを得ることが期待されている。 そのような理念に立つ持続可 
能な開発のための教育 (ESD) や主権者教育などについては, 引き続 
き公民科の学習において重要な位置を占めており, 現実の社会的事象 
等を扱うことのできる公民科ならではの 「主権者と して, 持続可能な 
社会づく りに向かう社会参画意識の涵養やよりよい社会の実現を視野 
に課題を主体的に解決しようとする態度の育成」 が必要であり, 子供 
たちに平和で民主的な国家及び社会の形成者と しての自覚を涵養する 
ことが求められる。 (pp 9-10) 
出所) 文部科学省 (2017a, 2017b, 2018a, 2018b) より筆者作成。 
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第 3 表 社会系教科目における ESDに関連した学習内容
校種 l 教科 l 学年 分野 ・ 科目 
l 地 l 3 - l 理 l 同 l 歴 l 華l 史 l 2 
校1公1 
l 民 l l 
C現代世界1こお1ナるこれ力らの日本の国:f二像 l 政治・経済の諸課題 
l 国際社会の諸課題 





C持続 可能な社会 づくりの主体となる私たこち 
l l 8 
中 l l : 社 : 子 : : 2 




l l 6 
l l 
l l 5 1 社 l : 会 : 校 : : : : 4 : : 
l l 8 
(2)我が国の農業や水産業における食料生産 
(4) 県内の伝続や文化, 先人の働き 
注 1 : 表中斜字で示された学習内容は, 法的拘束力のある部分において, 「持続可能な社会」, 「持続可能性」, 「持続可能な0 0」 に関
する項目が盛り込まれていることを表している。 それ以外は, 解説部分において同様の項目に関する言及がなされていること
を示している。
注 2 : 内容の位置は, 第 1 表の教科目の位置に対応。
出所) 文部科学省 (2017a, 2017b, 2018a, 2018b) より筆者作成。 
る資質 ・ 能力の獲得が意図されている。 
(3) 地理学習におけるESD
地理歴史科において新設される 「地理総合」 は, 戦後
教育における地理の科目ではじめて必履修科目として設
定されるもので, 高等学校のすべての生徒が地理を学習
することになる。 その内容は, 「A 地図や地理情報シ
ステムで捉える現代世界」, 「B 国際理解と国際協力」, 
「c 持続可能な地域づく り と私たち」 の3 つの大項目
から構成されている。 ここに示されるよう に, 「持続可








とや地域づく りにおける 「持続可能性」 という視点の活





れている。 そして, これらを受けて, 高等学校では 「持
続可能な地域づく り」 とあるように, 持続可能ではない
問題を事例に課題を設定し, 探究する活動が設定されて





う視点から学習内容 ・ 活動が組織されている。 
3 . 学習対象地域と しての流域
本プロジェクトでは, 流域に注目した取り組みを提案
する。 ここでは学習対象地域として流域を取り上げるこ
とについて, 水循環の基本単位と しての流域, 地域開発
計画と流域, 学習単位と しての流域, ESD と流域学習
の 4 点から考察する。 
1 ) 水循環の基本単位と しての流域




のである。 山に降った雨は, 大地に染み込み, 斜面を流
流域を事例としたESD実践の検討
第 1 図 流域の概念図
出所) プロ ジェクトWET 「木曽川流域版ガイ ドブック」 作成
検討委員会 (2014) より引用。 
れ, 渓流となり, 川となり, 最後は海に注ぐ。 そして太
陽のエネルギーを受けて, 水蒸気となり, 再び雨や雪と
なって大地に降り注ぐ。 このように水は循環する資源で







がら利用されている。 このよう に流域内において, 上流
から下流, そして海に至るまで, 繰り返し利用がなされ
る。 しかし, 流域外に水が持ち出された場合は, その循
環は断ち切られる。
流域外に水を移動させるこ と を, 流域変更 (water 






















た。 アメ リ カ合衆国では, 同様の開発がミズー リ一川, 
コロ ンビア川, コロラ ド川の流域でも実施されている。
このような多目的ダムを基幹施設として用いた開発は, 










合開発計画 (以下, 三全総と示す) と1998年の全国総合
開発計画である21 世紀の国土のグランドデザイ ン(第





ルと して, 流域が取り上げられ, 特に愛知県の矢作川流







論されているのに対して, グラ ンドデザイ ンでは国土保
全や治水といった観点が重視されている。 
3 ) 学習単位と しての流域
Smith (2000) は地理的文脈におけるスケールの概念
を, 地図学的スケール, 方法論的スケール, 地理的スケー
ルの 3 つのスケールに分類している。 地図学的スケール
とは, 地図が作成される抽象化レベルを意味している。 
つまり, 地図の縮尺が小さ く なるほど, 地図に表現され

















を地理的スケールの位置づけ, 吉水 (2011) の授業モデ
ルの援用を視野に入れて, 検討を進める。 
4 ) ESD と流域学習
(1) ESDの視点
流域を単位とする学習 (以下, 流域学習と示す) を
ESD という視点からみたとき, 次の 4 つのポイ ント を
指摘することができる。
一つ目のポイ ントは, 持続可能な社会の社会基盤とい
う点である。 水は人にとって生きていく うえで, 必要不





雑なネ ッ トワークを形成している。 ESD ではコ ンビテ
ンシー獲得が指摘されている。 その一つとして統合的 ・ 
総合的に思考するコンビテンシーの獲得が目指されてい
る。 流域内の複雑なネッ トワークの把握や理解において
は, 統合的 ・ 総合的な観点が必要不可欠であり, 二つの

















直接的には, 水や流域がかかわっている目標と して, 




7 「エネルギーをみんなに そしてクリ ーンに(すべて
の人々に手ごろで信頼でき, 持続可能かつ近代的なエネ
ルギーへのアクセスを確保する)」 があり, また目標9 
「産業と技術革新の基盤をつく ろう (強,靭「なイ ンフラを
整備し, 包摂的で持続可能な産業化を推進するとともに, 
技術革新の拡大を図る) 」, 目標11 「住み続けられるまち
づく りを(都市と人間の居住地を包摂的, 安全, 強靭か











もそれほどない。 その要因の一つは, :t直岡 (2018) で指
摘されるよう に, 暮らしを考える時の範囲が0 0町や 0 
0市, 0 0県といった 「行政の区分」 でとらえることが
多く, 暮らしが行政区分で成り立っているからである。 
しかしながら, 飲料水を供給する事業は, 行政区分での
説明が難しい事例である。 岡 (2018) ではこの点に着
目して, 流域という見方から, 「水はどこから」(小学校
















ある。 小玉 (2010) は, 霞ケ浦流域地域を単位と した
ESD実践を行っている。 具体的には, ①霞ケ浦地域の





活動に組み込む, の 3 つの段階で学習を展開している










ク トWET4) 『木曽川流域版ガイ ドブック』 作成検討委
員会監修 (2014) がある。 このガイ ドブックはアメ リカ
では, 前述のコロラ ド川流域開発で有名なコロラ ド川流
域を事例と して作成された。 それを基にしてプロジェク
トWET ジャパンが木曽川版を作成している (第 2 図)。 
それがプロジェクトWET 『木曽川流域版ガイ ドブック』
である。 『木曽川流域版ガイ ドブック』 の内容は, 具体
的に12のアクテイ ビテイが示されている。 12のアクテイ
ビテイは, 「流域を知る」, 「流域の生き物」 「流域の歴史」, 
「流域の水利用」, 「流域の文化 ・ 芸術」 のに分類されて
いる。 このガイ ドブックに特徴的なことは, 学習指導要
領との関連が示されている点である。 具体的には, 12の
アクテイビテイが各校種 ・ 学年 ・ 教科のどの単元で使え
るかが示されている。 
第 2 図 コロラ ド川と木曽川のプロジェク ト
WET ガイ ドブック
5 . おわりに
本プロ ジェ ク トは, 新学習指導要領を前提と した
ESD 実践の検討を目的と し, ESD の授業プラ ンを



























があるのではなく, 既存の行政単位 (市町村) の枠組み
を取り払う意図で流域が用いられていた。 また筆者らは, 
流域に関する基本情報の収集を行った。 その際には, 行





では, Plan段階から Do段階さ らにはCheck 段階 ,
Action段階へと展開する。 次のDo段階では, 実際の
ESD実践の授業プランを, 加古川流域を学習対象と し
て取り上げて検討する。 河川の利水 ・ 治水において, ダ
ムという技術が用いられることで20世紀は大きな転換点










ガイ ドブック』 をモデルと して, その加古川流域版の作
成を試み, 授業を実施し, 効果の検討を行う。
先行研究が指摘するように, 流域という単位で学習す
阪 上 弘 彬 南 埜 猛 吉 水 裕 也
ることで, 市町村の枠組みや行政部門の枠組みを超えた
別の認識が可能となる点がこの学習の利点のひとつであ








える。 この点の解決策と しては, GIs (地理情報システ
ム) の活用が考えられる。 たとえば, 国土交通省が整備
している国土数値情報には, 多種多様な統計データがメ ツ
シユデー 夕と して提供されている。 それらデータから
GIs の空間加工機能 ( ジオプロセシング) を用いて流域
単位の統計を整備することが可能である。
本稿では, ESD と流域学習とにかかわって, 4 つの
ポイ ント を示した。 実際の授業づく りにおいては, それ
らのポイ ント をどのよう に組み込むのか。 また流域学習
は, 社会科学習や生活科学習の教科学習のほか, 総合学














1) 全面実施は, 小学校2020年, 中学校2021年, 高校は
2022年から学年進行での実施である。





3 ) ESD が重要な位置を占める理由と して, 社会科 ,
地理歴史科, 公民科が 「従前の学習指導要領から一貫
して重視されてきた, 課題の発見 , 解決のための 『思
考力, 判断力 , 表現力等』 とも相まって, 身近な地域
社会から地球規模に至るまでの課題の解決の手掛かり
を得ることが期待」(文部科学省, 2017a, p5 ; 2017b, 
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p 6 ; 2018a, p 6 ; 2018b, p 6) されており, ESDがこ
のよう な理念に立っているためである。




ている。 かれらの活動の主なものと して 「ヵ リキユラ


















おいて口頭発表した。 なお, 本研究は, 平成30年度兵庫
県委託 「加古川流域の水文化の交流・ 連携と継承に関す
る調査研究」(研究代表者 : 南埜 猛) による研究成果
の一部である。 
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